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会員の皆様には、日頃よ
り拓く会の会務にご協力い
ただきまして感謝申し上げ

ます。おかげさまで拓く会も平成16年９月22日
の創立総会から７年半を迎えました。この間に
会員数も４倍に増え、過去４度の東京会役員選
挙において執行部を誕生させていただきました。
本年は役員選挙の年にあたり支援対策会議を立
ち上げ選挙態勢を組むことになります。今後と
もご協力を賜わりますようお願い申し上げます。
ところで、最近は拓く会役員の顔ぶれも変わ
り、拓く会の在り方を含め今後の方向性を議論
すべきではないか等の意見も聞かれるようにな
ってきました。
そこで、これからの議論の参考として頂くた
め、拓く会設立準備委員長を務めた者として、
その経緯を簡単に紹介させて頂きます。
拓く会設立以前の税理士会の役員選挙は、
様々なグル－プの支援母体が独自の候補者を擁
立していました。これらの団体は、主として税
理士の資格取得の違いなどで入会資格に制約を
設ける等一定の目的を持った税理士の組織を背
景としていました。そのため業界全体の総意を
結集すべき税理士共通の重要課題が実質的な審
議よりも、支援母体の意向に左右される等の弊
害が指摘されていました。役員選挙は、真に業
界の活路を拓く人材を選出することが理想です。
そこで、多くの有志が集まり旧来の役員選挙に
対するあり方を見直し、常日頃から忌憚のない
意見交換ができる場を広め、税理士の抱える問

題や会務運営について論議を深めること、その
中から、税理士業界の代表として適格な人材を
求める必要があることで合意し、この合意事項
を達成するため、税理士の資格取得の経緯を超
え、専業や兼業にとらわれることのない、幅広
い税理士会の役員候補の支援母体を組織するた
め、多くの税理士会会員に参加を呼び掛け ｢時
代を拓く税理士の会｣ が設立されました。
具体的には、税理士ならば誰もが参加でき、

自由に発言でき、本会執行部を応援することが
でき、会費も実費程度で安く、幅広い日常活動
を展開する団体を指向しました。そのため新組
織は、資格取得の違いを超えて、会の趣旨に賛
同し、維持会費を支払うすべての税理士を会員
とするゆるやかな組織体としての任意の団体と
し、税理士制度の維持、発展及び税理士会の健
全な運営に資するため東京税理士会の会長候補
者を応援することを目的とした点が特徴となっ
ています。
事業としては、上記目的達成のため、

　１．誠実で優秀な人材を税理士会役員に送り
　　出すため候補者の推薦および選挙運動をお
　　こなう。
　２．税理士会の役員候補者となるべき人材の
　　育成を図る。
　３．加入会員の親睦を計る。
ということで活動を行ってきました。
以上の設立趣旨等を念頭に置き、東京会執行

部との関係を含めて、今後の会の在り方を議論
していただきたいと考えます。

　
副会長　増　田　惠　一
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次期税理士法改正に向けて日税連と国税庁は「勉

強会」を行っており、近く「論点整理」が公表され

ると聞く。これを受けて、改正項目が絞り込まれ、

「大綱」「法案作成」へと進み、来年３月上旬には

閣法として国会に提出となる。ここでは、平成23年

度末の税理士登録者数が明らかになったので、その

現状を見てみることとする。３月31日現在の全国

の登録者数は、前年より596人多い７万2,635人と

なった。このうち、東京会の登録者数は、前年より

249人多い２万758人で、全登録者のうち28.58％

を占める。現行税理士法は平成14年４月１日から施

行されたが、この間に登録者数は6,662人増加した。

これを税理士会別にみると、東京会は3,477人増加

した。一方、北海道、東北、中国の３会は減少して

いる。＜表１＞

東京会における登録者数の増加を開業税理士・社員

税理士・補助税理士別に10年前と比較すると、開業税

理士は1,093人減少した。社員税理士は1,943人、補助

税理士は開業税理士事務所に所属する者が971人、税

理士法人に所属する者が1,656人となっている。平成

23年度の東京会の新規登録者は876人で、登録区分別

にみると社員税理士37人、補助税理士400人、開業税

理士は439人となっている。＜表２＞

試験合格者のうち、補助税理士が7割を占めるのに

対し、公認会計士は開業税理士が7割を占めている。

公認会計士試験は、平成18年度から新試験制度に移行

しているが、新試験制度のもとでの登録か否かは東京

会では把握していないようだ。



拓く会通信第26号 （3）

（注）税務代理士、資格認定者、特例法認定者 

東京会における資格別登録者を見ると、公認会

計士の資格で登録している者は、平成22年度末で

3,096人、15.1％を占める（全国規模では7,372人、

10.2％）。これは公認会計士資格での登録者の４割強

が東京会に所属していることになる。＜表３＞

 登録者は年々増加し、この10年で試験合格者は1.8

ポイント、試験免除者は5.5ポイント、公認会計士は2.6

ポイント、それぞれ上昇した。一方、特別試験合格者

は9.1ポイント減少した。 

（本稿は、4月 12 日に開催された東京税政連の単位税政連会長・幹事長及び後援会会長・幹事長合同会議
における組織委員会報告の資料をもとに作成した）

拓く会のホームページには
トピックスや写真などを掲
載し最新の情報を提供して
おります。
ぜひご覧ください。
http://hirakukai.jimdo.com/

日　時　　平成24年７月４日（水）　18：00～20：30
場　所　　東京税理士会館２階
内　容　　「会員相談室事例」
講　師　　苅　米　　　裕（芝支部）
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昨年の東京会総会後から、拓く会
のご推薦により山川執行部を引き継

ぎスタートしてから、６月には最初の総会を迎えます。
3.11大震災対応に重点を置き、税理士法改正、税
制改正、及び会務のイノベーション（改革）と全力で
取り組みましたが、2010年11月の公示にあたりマニ
ュフェストに掲げました項目を検証いたします。（検
証は、本来第三者が客観的に行うべきですが、広報の
依頼により今回は自己検証致します。）

  検証１　税理士法改正に取り組みます
資格取得を中心とする改正17項目のについては、現
在行政との勉強会が進んでおり、7月には論点整理が
公表され、９月に改正要望を日税連理事会決議、法案
準備、来年３月通常国会提出というスケジュールです。
震災の影響で当初予定より1年延長やむなしとなり
ましたが、24年税制改正大綱には踏み込んだ内容での
記載を求め、税政連と一体になって活動を行った成果
が出ました。本年25年大綱には、法改正の具体的内容
記載が行われるように、与党、野党、及び隣接士業の
理解を求める活動を行います。
予断を許せない一番の懸念は、国会が不安定なこと
です。難関は秋以降に待ち受けていますが、一致団結
して乗り越え、改正実現を目指します。

  検証２　公平公正な租税制度確立する
国税通則法は、成立以来60年振りの大改正が行われ
ました。税理士会が長い間要望してきた、「更正の請
求期間は一年で、それ以前は嘆願によることを改め、
請求期間を5年に延長すること。全ての処分に理由附
記を行うこと。調査には事前通知を行うこと。」等が
改正され大きな成果が得られました。ただし、野党の
反対を主な原因として、納税者の権利を通則法に明記
すること、及び権利憲章を制定することは、附帯決議
となり今後の課題となりました。
今回改正は中間地点ととらえ、更なる努力をいたし
ます。旧法では事前手続、及び調査中の手続の多くが
運営指針、並びに慣習で行われてきた事について、法
令での規定になりました。これらの実務適用が納税者
の利便となるように注視しなければなりません。
この大改正を生かすも殺すも、税理士次第であると
とらえます。
さらに野田内閣は、「社会保障・税一体改革」を提

言し、その一環としてマイナンバー法を国会上程しま
した。
常務理事会、関連所掌部、委員会での議論、拡大した

役員レベルでの勉強会、及び支部長・理事合同会議で

の議論を行い、我が国の重大な転換点にある税政の改
正について、東京会全体で思考することを行いました。
今までの税理士会はどちらかというと受動的でした

が、納税者、国民、国に求められているのは、提言す
る能動的な税理士会です。

  検証３　電子申告を常態にする
電子申告は税理士に「特権」的な地位が与えられ、

電子政府推進の中で税理士に期待されている役割は大
きいものがあります。しかし、東京税理士会はまだま
だ全国では後塵を拝する状態です。税理士であれば電
子認証カードを全員が持つべきであると捉え、毎年
900名近く登録する新規入会会員に証票交付の現場で
行うことを行う施策を講じたところ、一定の成果があ
がりました。今後も更なる普及推進に努めて参ります。

  検証４　税務支援事業について
マニュフェスト提案時に、3.11は予想すらしません

でした。昨年11月には「東京に避難されている方々に
税務支援を」という一環で東京各地に相談所を設け、
支部の全面的なご協力を得て、事業を行い一定の成果
を得ることが出来ました。確申期には新宿、四谷支部
協働で被災者支援を行い、実を上げることができ、仙
台にも相談員を派遣いたしました。その他、延べ1万
人以上会員の応援を得て、援助業務を行いました。今
後も独自事業を中心とした事業を推進いたします。
　
  検証５　会務の刷新について
 税理士制度は代理士法から70周年を迎えました。

制度は常に変革しないと発展は望めません。本会も
肥大化する会員数に対応できる組織改革が求められ、
部・委員会を横断する施策の立案、会務のスリム化と
活性化という任務を負う特別委員会を立ち上げ、本年
度は役員選挙制度の改正を提案しました。
次は、部委員会等組織の改革を模索いたします。
さらに、次世代の人材育成セミナーを企画し、本年

度より試行的に行っており、52名の登録者が毎回興味
深い議論を展開しております。
塾生の皆さんの旺盛な議論に、教授も大乗りで、新

事業年度につながることと確信いたします。出席者を
拝見していると「税理士のレベルは高い」と感心しま
すが、次期は９月ごろ開講、個人でのエントリー可能
な塾といたしますので応募お待ちしています。
執行部一丸となり、 東北復興を支援し、都心直下型

地震にも備え、拓く会との連絡をみつに行い、日税連
でのリーダーシップを発揮し、本会会員の期待に応え
てまいりますので、ご支援よろしくお願いします。


